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平成 ― 年 ― 月 ― 日　 　　単元株制度採用の有無　　有（１単元1,000株）

１．１５年９月中間期の業績（平成１５年４月１日～平成１５年９月３０日）

　（１）経　営　成　績 　　（百万円未満切捨て）

　　　　　　百万円　　　　　％ 百万円 ％ 百万円 ％

１５年９月中間期 １２,２７８ （１０.３） ２５５　 (１７.５) １７０　 (２０.４)
１４年９月中間期 １１,１３６ （　４.９） ２１７　 (　０.７) １４１　 (４２.５)

１５年３月期 ２３,４８１ ４８１　 ３１８  

　　中間（当期）純利益

　　　　　　百万円　　　　　％ 円 銭 円 銭

１５年９月中間期 ７２６ （　―　） １９　 ７７　 ―
１４年９月中間期 △　１６ （　―　） △　０　 ４４　 ―

１５年３月期 △　４０ △　１　 １１　 ―
（注）①持分法投資損益　  15年9月中間期　　　△１百万円　　 14年9月中間期　　　△０百万円　　 15年3月期　　 △１百万円

　　　②期中平均株式数　  15年9月中間期　  36,759,762株　　 14年9月中間期　  36,768,701株　　 15年3月期　 36,766,310株

　　　③会計処理の方法の変更　　　無

　　　④売上高、営業利益、経常利益、中間（当期）純利益におけるパーセント表示は、対前年中間期増減率

　（２）配　当　状　況

（注）   －

円銭　　　　　　　　　　銭　　 円 銭　　　

１５年９月中間期 ０　 ００　　　 ―
１４年９月中間期 ０　 ００　　　 ―

１５年３月期 ― ０　 　００

　（３）財　政　状　態

   百万円 　  百万円   ％　 円 銭　
１５年９月中間期 ５５,６４９ １,１４７　　　　 ２．１ ３１　 　　２１　　
１４年９月中間期 ６４,０７３ ４４５　　　　 ０．７ １２　 　　１３　　

１５年３月期 ５６,７５９ ４２０　　　　 ０．７ １１　 ４４　　

（注）①期末発行済株式数　15年9月中間期　36,758,831株　　14年9月中間期　36,767,751株　　15年3月期　36,760,328株　
　　　②期末自己株式数　　15年9月中間期　    32,929株　　14年9月中間期　    24,009株　　15年3月期　　　31,432株　

　（４）キャッシュ・フローの状況

百万円 百万円 百万円 百万円 

１５年９月中間期 　　９９  　　　　　　０ 　　　△　　９８ 　　　　　　３７
１４年９月中間期 　　１２１　  　　　　　　０ 　　　△　１１２ 　　　　　　４０

１５年３月期 　１５５  　　　　　　０ 　　　△　１５３ 　　　　　　３３

２．平成１６年３月期の業績予想　（平成１５年４月１日～平成１６年３月３１日）　　

期　末
 百万円 　 百万円　　　 百万円　　　　　円　　　銭　　　円　　　銭

通　　期 ２４,７００ ３３０　　　　　  　　　　 ７８０ ０　 ００　　　０　 ００　

（参考）　１株当たり予想当期純利益（通期）　２１円　２２銭

　※ 上記の予想の前提条件その他の関連する事項については、添付資料の５ページを参照ください。

１株当たり年間配当金
売　　上　　高 経　常　利　益 当 期 純 利 益

営業活動による
キャッシュ・フロー

総　　資　　産 株　主　資　本 株 主 資 本 比 率 １株当たり株主資本

投資活動による
キャッシュ・フロー

財務活動による
キャッシュ・フロー

現金及び現金同等物
期 　末 　残 　高

１株当たり年間配当金１株当たり中間配当金

潜在株式調整後１株当
たり中間(当期)純利益

上 場 会 社 名　

決 算 取 締 役 会 開 催 日
中 間 配 当 支 払 開 始 日

１ 株 当 た り 中 間
（ 当 期 ） 純 利 益

営　業　利　益 経　常　利　益売　　上　　高
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１． 企 業 集 団 の 状 況 
    当社の企業集団は、関係会社１社で構成されており、当該関係会社は中華人民共和国天津 
   市において貿易業を営んでおりますが、重要性が乏しいため連結はいたしておりません。 
    尚、当該関係会社との取引において記載すべき事項はありません。 
 
２．経 営 方 針 
（１） 経営の基本方針 

経済競争がますます激化する世界市場の中で、当社は電気機器メーカーとして市場ニー

ズにあった付加価値の高い製品を開発・供給し、また、商社として物資等の安定した取引

量を確保し、更に新しいグローバルな事業の開拓を企業活動の基本におき、広い視野でビ

ジネスチャンスをとらえ、経営資源の有効活用による、適正にして最大の利益の計上とそ

の還元により、社会に貢献してゆくことを経営の基本方針としております。 
 

（２） 利益配分に関する基本方針 
当社は、株主の皆様への長期的利益還元を重要課題と考え、業績に対応した配当を実施

し、更に、企業体質の強化、今後の事業拡大並びに商品開発等の資金需要に備えるべく内

部留保の充実を基本方針としております。 
   当中間期におきましては、遺憾ながら無配とさせていただくことになりましたが、一日

も早く業績の回復を図り、株主の皆様のご期待に添うよう努力をしてゆく所存です。 
 
（３） 目標とする経営指標 

当社は、株主価値を重視する観点から、１株当たり当期純利益（EPS）及び株主資本当 
期純利益率（ROE）を経営指標としております。 
当社は激変する厳しい経済状況のなかで、継続的な成長と収益の増大を図り、企業価値

を高めるべく経営計画を実践し、経営指標の具体的な目標値をEPS５円00銭、ROE１０％
超とすることを目指しております。 
なお当期は、債務免除益が発生しているため、EPS・ROE とも目標値を上回っており
ます。 

 
（４）中長期的な経営戦略及び対処すべき課題 

当社は、堅固な経営基盤を確立すべく戦略重視の経営を継続的に行ってゆく所存であり、

その主な内容は以下の通りであります。 
１．国内外における販売市場開拓及び販売網整備、新製品開発など主要事業の拡充 
２．アジア地域における新規事業の開発及び育成 
３．債権の早期回収と有利子負債の削減 
４．少数精鋭主義による業務の効率化と成果主義の徹底 
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５．人材の育成と確保 
これらの諸施策は、いずれも継続的に実施され着実に成果を遂げてきておりますが、更に

戦略の質を高め、企業体質の強化と経営基盤の確立を図ってまいります。 
 

（５）コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方及びその施策の実施状況 
    ① 基本的な考え方 

当社の経営管理組織は、透明性が高く公正かつ迅速であり、コンプライアンス遵守の経

営を徹底することを目標に進めております。更に、経営の健全性の向上を図り株主価値を

高めることを重要な課題として、経営管理組織の強化・改善・整備を進めつつコーポレー

ト・ガバナンスを充実させていきたいと考えております。 
② 施策の実施状況 
・取締役会は、取締役４名（現在社外取締役の選任はなし）で構成されており、月１回の

定例取締役会のほか、必要に応じて適時臨時取締役会を開催しております。意思決定の

最高機関として、幅広い情報の収集と、迅速で的確な決定を行うとともに、業務執行の

監督機関として運営されております。 
・当社は監査役制度を採用しており、常勤監査役２名と監査役１名計３名の監査役（うち

社外監査役２名）が、取締役の業務執行状況並びに業務の適法性を監査しております。 
・業務執行につきましては、適時開催される役員と執行部門長で構成されている経営会議

において重要案件が審議され、情報の共有化、執行の効率化、更に部門間の牽制を図っ

ております。 
・第三者の関与状況として、会計監査人には適時に会計情報を提供し、公正な立場から会

計監査が実施されるよう常に環境整備を行っております。更に、顧問弁護士及び顧問税

理士には、企業活動に対しての法律上の判断に関することについて適正な指導を受けて

おります。 

 
３． 経 営 成 績 
（１）当中間期の概況 

当中間期におけるわが国の経済は、緩やかな景気回復へ向けた動きが見られたものの、

その実感は乏しく、依然として、デフレ・雇用問題など不安定要因は払拭されておらず、

経営環境はなお厳しい状況で推移いたしました。米国経済においては、減税や低金利政策

等が功を奏して個人消費を予想以上に押し上げ景気復調を鮮明にし、更に、アジア経済に

おいても、中国、タイなどで景気の拡大が続き、わが国の輸出産業に大きく寄与しました。

しかしながら、欧州経済は長引く景気低迷から脱することができず、失業率の上昇、個人

消費の低迷が続き、景気回復の兆しは見えない状況で終始いたしました。 
このような状況のなかで、当社は新たな飛躍に向けて、アジア地域における新規事業の
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育成に努め、更に、新たな販売地域への積極的な参入に力を注ぎ、市場のトレンドを的確

に捉えて代理店との相互協力により様々な取り組みを行ってまいりました。 
当社が主力としているテレビの販売市場は、液晶やプラズマといった薄型テレビの販売

攻勢に押され、販売環境は一段と厳しさを増しましたが、既存製品の価格の見直しや新た

な販売促進活動を行ったことにより、前年同期に比べ１６.８％売上を伸ばすことができま
した。更に家庭用品等においても、アジア地域の新しい市場で好調な推移を遂げ、前年同

期に比べ３９.１％売上を増大いたしました。その結果当中間期の売上高は、１２２億７千

８百万円（前年同期比１０.３％増）となりました。 
利益面につきましては、売上総利益率は前年同期に比べ０.３％減少したものの、販売費

及び一般管理費の管理コストを抑えることにより、営業利益は２億５千５百万円（前年同

期比１７.５％増）を計上いたしました。また、受取利息の減少や為替差損の計上などによ
り、経常利益は１億７千万円（前年同期比２０.４％増）を計上するに至りました。 
なお、貸倒引当金の追加計上を実施したものの、借入金利息の債務免除益が７億４千万

円発生した結果、中間純利益７億２千６百万円を計上いたしました。 
〔部門別売上高の概要〕 

 電気機器部門 

  当社の電気機器製品は、テレビ・ＤＶＤプレーヤー・ＣＤラジオカセットレコーダーを

柱に、高品質で低価格な製品をお客様に長く安心してご使用していただくことを目標とし

ており、多種多様で移り変わりの激しい製品が氾濫するなかで、当社は、顧客重視のきめ

細やかなサービスとアフターケアを重要視した地道な販売活動により、アジア・ヨーロッ

パ・中南米地域とも販売網の拡大に成功し、テレビを中心とした映像機器の売上高は９４

億８千２百万円（前年同期比７.８％増）となりました。しかしながら、ＣＤラジオカセッ

トレコーダーを中心とする音響機器については、販売不振であったことから売上高は３億

８千１百万円（前年同期比２７.８％減）に終わり、当部門の売上高は９８億６千３百万円

（前年同期比５.８％増）を計上するに至りました。 
 物資等部門 
 物資等の事業については、常に市場の動向とお客様のニーズを調査した上でさまざまな

商品の選択を行い、取扱商品を決定しておりますが、当中間期においては家庭用品等と資

材を中心に販売活動を行ってまいりました。前々期より取扱いを開始した家庭用品は現在

当部門の主力商品となり、アジア・ヨーロッパ地域での販売が定着し毎年着実に取扱高を

伸ばし、売上高１７億２千７百万円（前年同期比３９.１％増）を計上することができまし

た。資材においては、アジア地域で主にプレス部品の販売を行っており、新規取引先の獲

得に努め、売上高は６億８千６百万円（前年同期比２０.５％増）となり、家庭用品と共に

売上を伸ばすことができました。その結果、当部門の売上高は２４億１千４百万円（前年

同期比３３.３％増）を計上いたしました。 
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（２）通期の見通し 
下期におけるわが国をはじめとする世界経済は、急速な改善は望みにくく、低成長率で

推移するものと予測されますが、当社はアジア地域における新規事業の開発を進め、更に

新たな販売市場への積極的な参入を行い、安定した製品・商品の供給やサービスを提供し

てゆく所存であります。 
通期の見通しといたしましては、売上高２４７億円、経常利益３億３千万円、当期純利

益７億８千万円であります。 
   〔通期の業績見通しに関して〕 

     業績の見通しに関しては、現時点で入手可能な情報と合理的であると判断する一定の前

提に基づいており、実際の業績は様々な要因により見通しと大きく異なる場合があります。 
     その主な要因といたしましては、当社の主要市場の経済状況および消費者の動向による

販売状況の変動、米ドルやユーロなどの対円為替相場の変動、並びに当社の経営環境およ

び製品の改廃に伴う営業政策の変化などであります。 

 
４．財 政 状 態 
    当中間期における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、３千７百万円（前年同

期比８.３％減）となり、前期末より３百万円増加いたしました。 
各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりです。 

 
   （営業活動によるキャッシュ・フロー） 
    営業活動による資金の増加は、主に売掛債権の回収や、営業経費の削減などによるもので

すが、更に、貸倒引当金の追加計上や為替差損の計上などにより加算項目が反映されたこと

により９千９百万円（前年同期比１７.６％減）となりました。 

 
   （投資活動によるキャッシュ・フロー） 
    投資活動による資金は、貸付金の回収により僅かに増加いたしましたが、ほとんど資金の

動きはありませんでした。 
今後更に、貸付金債権の回収に努めるほか、投資活動資金の流出については財政状態を踏

まえて一層の慎重な判断と対応を続けております。 

 
   （財務活動によるキャッシュ・フロー） 
    財務活動による資金の減少は、借入金の返済が主な要因でありますが、為替差益の計上に

よる減算項目により９千８百万円（前年同期比１２.１％減）減少いたしました。 



　　中　間　貸　借　対　照　表

（単位：百万円）

金　　　　　額 構成比 金　　　　　額 構成比 金　　　　　額 構成比

（資　産　の　部）

％ ％ ％

流　動　資　産 ５,０２２　 9.0 ６,００９　 9.4 ３,８１５　 6.7

現 金 及 び 預 金 ３７　 ４０　 ３３　

売 掛 金 ２,７０５　 ３,４８８　 １,５４２　

未 収 収 益 ２,２７５　 ２,２０５　 ２,２３８　

そ の 他 ５　 ２８２　 ５　

貸 倒 引 当 金 △　２　 △　８　 △　５　

固　定　資　産 ５０,６２７　 91.0 ５８,０６３　 90.6 ５２,９４４　 93.3

有 形 固 定 資 産 ０　 0.0 ０　 0.0 ０　 0.0

工 具 器 具 備 品 等 ０　 ０　 ０　

無 形 固 定 資 産 ０　 0.0 ０　 0.0 ０　 0.0

電 話 加 入 権 ０　 ０　 ０　

ソ フ ト ウ ェ ア ０　 ０　 ０　

投      資      等 ５０,６２６　 91.0 ５８,０６２　 90.6 ５２,９４３　 93.3

長 期 貸 付 金 １５,１３４　 １８,４９８　 １７,１３５　

固 定 化 債 権 ４９,４４４　 ５２,８５６　 ４９,５５４　

そ の 他 １３３　 １３４　 １３４　

貸 倒 引 当 金 △１４,０８６　 △１３,４２８　 △１３,８８１　

５５,６４９　 100.0 ６４,０７３　 100.0 ５６,７５９　 100.0

前　　中　　間　　期 前　　　　　　　期
（平成15年9月30日現在） （平成15年3月31日現在）（平成14年9月30日現在）
当　　中　　間　　期　

資 産 合 計

科　　目

期　　別
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（単位：百万円）

金　　　　　額 構成比 金　　　　　額 構成比 金　　　　　額 構成比

（負　債　の　部）

％ ％ ％

流　動　負　債 ５４,４８８　 97.9 ６３,６１４　 99.3 ５６,３２４　 99.3

買 掛 金 ２,０１２　 １,９４９　 １２８　

短 期 借 入 金 ４０,４６３　 ４８,６１８　 ４３,３７９　

未 払 金 １０２　 ６２１　 １０３　

未 払 費 用 １１,９１０　 １２,４１７　 １２,７１３　

そ の 他 ０　 ６　 ０　

固　定　負　債 １４　 0.0 １３　 0.0 １３　 0.0

退 職 給 付 引 当 金 １４　 １３　 １３　

５４,５０２　 97.9 ６３,６２７　 99.3 ５６,３３８　 99.3

（資　本　の　部） 　 　 　

資　　　本　　　金 ３,１３５　 5.6 ３,１３５　 4.9 ３,１３５　 5.5

資　本　剰　余　金　 ４,４１７　 8.0 ４,４１７　 6.9 ４,４１７　   7.8

資 本 準 備 金 ４,４１７　 ４,４１７　 ４,４１７　

利　益　剰　余　金　 △６,４０２　 △11.5 △７,１０４　 △11.1 △７,１２９　 △12.6

利 益 準 備 金 ２４４　 ２４４　 ２４４　

中間(当期)未処理損失 ６,６４７　 ７,３４９　 ７,３７３　

(うち中間(当期)純利益) （　７２６） （△　１６） （△　４０）

自　 己　 株　 式 △　３　 △0.0 △　２　 △0.0 △　２　 △0.0

１,１４７　 2.1 ４４５　 0.7 ４２０　 0.7

５５,６４９　 100.0 ６４,０７３　 100.0 ５６,７５９　 100.0

前　　　　　　　期
（平成15年3月31日現在）

当　　中　　間　　期 前　　中　　間　　期
（平成15年9月30日現在） （平成14年9月30日現在）

　

負 債 合 計

資 本 合 計

負 債 ･ 資 本 合 計

期　　別

科　　目
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　　中　間　損　益　計　算　書

（単位：百万円）

金　　　　　額 百分比 金　　　　　額 百分比 金　　　　　額 百分比

(経 常 損 益 の 部)
％ ％ ％

営 業 損 益 の 部

営　業　収　益 （　１２,２７８） 100.0 （　１１,１３６） 100.0 （　２３,４８１） 100.0

売 上 高 １２,２７８　 100.0 １１,１３６　 100.0 ２３,４８１　 100.0

営　業　費　用 （　１２,０２３） 97.9 （　１０,９１９） 98.1 （　２３,０００） 98.0

売 上 原 価 １１,９５４　 97.4 １０,８１３　 97.1 ２２,８２４　 97.2

販管費及び一般管理費 ６８　 0.5 １０５　 1.0 １７６　 0.8

営　　業　　利　　益 ２５５　 2.1 ２１７　 1.9 ４８１　 2.0

営 業 外 損 益 の 部

営　業　外　収　益 （　　　２５５） 2.1 （　　　２７７） 2.5 （　　　５３４） 2.3

受取利息及び配当金 ２４７　 ２６１　 ５１８　

為 替 差 益 －　 １２　 ７　

その他の営業外収益 ７　 ４　 ８　

営　業　外　費　用 （　　　３３９） 2.8 （　　　３５３） 3.1 （　　　６９７） 2.9

支 払 利 息 ２９８　 ３５２　 ６９５　

為 替 差 損 ４０　 －　 －　

その他の営業外費用 ０　 ０　 １　

経　　常　　利　　益 １７０　 1.4 １４１　 1.3 ３１８　 1.4

（特 別 損 益 の 部）

特　　別　　利　　益 ７５９　 6.2 －　   - －　   -

特　　別　　損　　失 ２０３　 1.7 １５７　 1.4 ３５８　 1.5

　税引前中間（当期）純利益 ７２７　 5.9 △　１５　 △0.1 △　３９　 △0.1

　法人税、住民税及び事業税 ０　 0.0 ０　 0.0 １　 0.0

　中 間 ( 当 期 ）純 利 益 ７２６　 5.9 △　１６　 △0.1 △　４０　 △0.1

　前  期  繰  越  損  失 ７,３７３　 ７,３３３　 ７,３３３　

６,６４７　 ７,３４９　 ７,３７３　　中 間（当 期）未処理損失

当　　中　　間　　期 前　　中　　間　　期 前　　　　　　　期

至平成15年9月30日 至平成14年9月30日 至平成15年3月31日
自平成15年4月１日 自平成14年4月１日 自平成14年4月１日

　
期　　別

科　　目
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　　中間キャッシュ ・フロー 計算書

（単位：百万円）

当 　中 　間 　期 前 　中 　間 　期 前　　　　　　期

自平成15年4月１日 自平成14年4月１日 自平成14年4月１日
至平成15年9月30日 至平成14年9月30日 至平成15年3月31日

金　　　　　額 金　　　　　額 金　　　　　額

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー
税金等調整前中間(当期)純利益(△損失) ７２７　 △　１５　 △　３９　
減価償却費 ０　 ０　 １　
貸倒引当金の増減額 （△減少） ２０３　 １５７　 ６０７　
退職給付引当金の増減額 （△減少） ０　 ０　 ０　
受取利息及び受取配当金 △　２４７　 △　２６１　 △　５１８　
支払利息 ２９８　 ３５２　 ６９５　
為替差損益 （△差益） １１９　 ８０　 １０７　
売上債権の増減額 （△増加） △　２,１４９　 △　２,１１８　 △　５５３　
仕入債務の増減額 （△減少） １,９４９　 １,９９２　 １３６　
債務免除益 △　７４０　 －　 －　
その他の支払額 △　５８　 △　６３　 △　２７５　

　　　小　　　　　　計 １０２　 １２３　 １６０　
　 　 　

利息及び配当金の受取額 ０　 ０　 ０　
利息の支払額 △　１　 △　１　 △　４　
法人税等の支払額 △　１　 △　１　 △　１　

　 　 　

営業活動によるキャッシュ・フロー ９９　 １２１　 １５５　
　 　 　

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　
有形固定資産の取得による支出 －　 －　 －　
有形固定資産の売却による収入 －　 －　 －　
投資有価証券の取得による支出 －　 －　 －　
投資有価証券の売却による収入 －　 －　 －　
貸付けによる支出 －　 －　 －　
貸付金の回収による収入 ０　 ０　 ０　

　 　 　

投資活動によるキャッシュ・フロー ０　 ０　 ０　
　 　 　

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー 　 　 　
短期借入れによる収入 －　 －　 －　
短期借入金の返済による支出 △　１２　 △　１２　 △　２５　
長期借入れによる収入 －　 －　 －　
長期借入金の返済による支出 △　６　 △　６　 △　１２　
株式の発行による収入 －　 －　 －　
自己株式の取得による支出 △　０　 △　０　 △　０　
配当金の支払額 －　 －　 －　
為替差損益 （△差益） △　７９　 △　９３　 △　１１５　

　 　 　

財務活動によるキャッシュ・フロー △　９８　 △　１１２　 △　１５３　
　 　 　

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額 １　 ０　 ０　
　 　 　

Ⅴ 現金及び現金同等物の増加額(又は減少額) ３　 ９　 ３　
　 　 　

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高 ３３　 ３０　 ３０　
　 　 　

Ⅶ 現金及び現金同等物の中間期末(期末)残高 ３７　 ４０　 ３３　
　
　

期　　別

科　　目
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［中間財務諸表作成の基本となる重要な事項中間財務諸表作成の基本となる重要な事項中間財務諸表作成の基本となる重要な事項中間財務諸表作成の基本となる重要な事項］ 
 
1． 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

（１）商    品 ・・・ 移 動 平 均 法 に よ る 原 価 法 
（２）製    品 ・・・ 最 終 製 造 原 価 に よ る 原 価 法   

２．固定資産の減価償却の方法 
（１）有形固定資産 ・・・ 定率法によっております。 
（２）無形固定資産 ・・・ ソフトウェア（自社利用）については社内における見込利用可

能期間（５年）に基づく定額法によっております。 
（３）長期前払費用 ・・・ 定額法によっております。 

 

３．引当金の計上基準 
（１）貸 倒 引 当 金 ・・ 期末債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権について

は法人税法に基づく繰入限度額（法定繰入率）により、貸倒懸

念債権等特定の債権については、回収可能性を個別に検討した

必要額を計上する方法によっております。 
（２）退職給付引当金 ・・ 従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給

付債務の見込額に基づき、当中間会計期間末において発生して

いると認められる額を計上しております。  
 

４．外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算基準 
   外貨建金銭債権債務は、中間決算日の直物為替相場により円貨に換算し、換算差額は損益と

して処理しております。 
 

５．中間キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
   キャッシュ・フロー計算書における資金（現金及び現金同等物）は、手許現金、随時引き出

し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクしか負わな

い取得日から 3ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
 

６．消費税等の会計処理方法 
   税抜方式によっております。 



［注  記  事  項］

（貸借対照表関係）
　　　当　中　間　期 　　　前　中　間　期 　　　前　　　　　期

１．減 価 償 却 累 計 額

有 形 固 定 資 産 ６ 百万円 ６ 百万円 ６ 百万円

投 資 不 動 産 ３７ 百万円 ３６ 百万円 ３７ 百万円

２．偶　発　債　務

債 務 保 証 ４,３８３ 百万円 ４,６５２ 百万円 ４,６５６ 百万円

３．自　己　株　式　    

期 末 簿 価 　３ 百万円 　２ 百万円 　２ 百万円

所 有 株 数 （３２,９２９株） （２４,００９株） （３１,４３２株）

４．担保に供している資産

投 資 不 動 産 ９２ 百万円 ９３ 百万円 ９３ 百万円

（損益計算書関係）
　　　当　中　間　期 　　　前　中　間　期 　　　前　　　　　期

１．特別利益の主な内訳

　　債　務　免　除　益 ７４０ 百万円 －　 百万円 －　 百万円

２．特別損失の主な内訳

貸倒引当金繰入額 ２０３ 百万円 １５７ 百万円 ３５８ 百万円

（リース取引関係）

当中間期、前中間期及び前期において、重要なリース取引はありません。

（有 価 証 券 関 係）

当中間期、前中間期及び前期において、子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものは有して

おりません。

（デリバティブ取引関係）

当中間期、前中間期及び前期において、デリバティブ取引を利用しておりませんので、該当事項

はありません。

（持分法投資損益関係）
　　　当　中　間　期 　　　前　中　間　期 　　　前　　　　　期

１．関連会社に対する投資金額 ２７ 百万円 ２７ 百万円 ２７ 百万円

２．持分法を適用した場合の
 投資の金額 ２４ 百万円 ２７ 百万円 ２６ 百万円

３．持分法を適用した場合の
 投資利益の金額 △１ 百万円 △０ 百万円 △１ 百万円
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（単位：百万円）

金　　　　　額 構成比 金　　　　　額 構成比 金　　　　　額 構成比

％ ％ ％

９,８６３　 80.3 ９,３２４　 83.7 ２０,７２２　 88.3

２,４１４　 19.7 １,８１１　 16.3 ２,７５８　 11.7

１２,２７８　 100.0 １１,１３６　 100.0 ２３,４８１　 100.0

（単位：百万円）

金　　　　　額 構成比 金　　　　　額 構成比 金　　　　　額 構成比

％ ％ ％

１２,２７８　 100.0 １１,１３６　 100.0 ２３,４８１　 100.0

　　　　　　－  - 　　　　　　－  - 　　　　　　－ -  

１２,２７８　 100.0 １１,１３６　 100.0 ２３,４８１　 100.0

（注） 海外取引高における地域別取引高及び割合は下記のとおりです。
（単位：百万円）

当 中 間 期 前 中 間 期 前　　  期

取　引　高 割合％ 取　引　高 割合％ 取　引　高 割合％

ア  ジ  ア 5,719 46.6 5,172 46.5 10,275 43.8

   ヨーロッパ 4,512 36.7 4,364 39.2 9,340 39.8

中  南  米 2,046 16.7 1,598 14.3 3,865 16.4

地　域　別

売　上　高　内　訳　表

（１）品　目　別　売　上　高

（２）海　外 ・ 国　内　別　売　上　高

区　　　　　分

海　外　取　引　高

国　内　取　引　高

合　　　　　計

区　　　　　分

電　気　機　器

前　　　　　　　期
自平成14年4月１日
至平成15年3月31日

当　　中　　間　　期 前　　中　　間　　期

当　　中　　間　　期 前　　中　　間　　期
自平成15年4月１日 自平成14年4月１日
至平成15年9月30日

物　　資　　他

合　　　　　計

至平成14年9月30日

前　　　　　　　期

至平成15年9月30日 至平成15年3月31日至平成14年9月30日
自平成15年4月１日 自平成14年4月１日 自平成14年4月１日
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